
様式１

一般会計

令和４年度予算見積額 3,183,913 千円

令和３年度当初予算額 2,732,859 千円

差 引 増 減 額 451,054 千円

対 前 年 度 比 率 116.5 ％

（注）上記には、人件費を含まない。

令和４年度中山間振興・交通部予算見積総括表



１ 令和４年度予算の基本的な考え方

○

○

○

○

○

令和４年度 中山間振興・交通部予算見積の概要

 令和３年度に「集落実態調査」を10年ぶりに実施し、産業づくりや地域づくりでの担い手
不足や集落機能の低下、日常生活を送っていくうえでの不便さなどの課題が確認できた。この
ため、デジタル技術の活用といった新たな視点も取り入れながら、集落の維持・活性化、生活
環境づくり、鳥獣被害対策や移住促進など、中山間対策のさらなる充実・強化を図ります。ま
た、コロナ禍にあっても県民生活や産業の振興を支える基盤となる公共交通の維持・活性化を
図ります。

 集落対策や生活環境づくりでは、人口減少や高齢化などにより、地域活動や共同作業などが
困難になっている小規模集落におけるコミュニティの維持・再生に向けた支援、飲料水や生活
用品の確保の取り組みへの支援、離島や山間部などの条件不利地域での課題解決に向けた実証
実験など、新たな取り組みを推進します。また、地域活動のリーダーや実践者などの地域人材
の育成を行い、県内各地域で地域づくりの取り組みを推進します。

 移住促進では、コロナ禍を契機とした地方暮らし関心層を本県に着実に呼び込むため、移住
希望者のトレンドを踏まえた戦略的なイベント体系を構築し、移住意識の醸成を図ります。ま
た、受け皿となる魅力的な「仕事」と「住まい」の充実を図っていきます。特に、中山間地域
における多様な「仕事」を掘り起こし、その「魅力」の情報発信を強化するとともに、土木部
との連携のもとで住宅確保策を抜本的に強化します。

 鳥獣被害対策では、被害額がピーク時の1/3以下まで減少したものの、まだ1億円を超える
被害があることから、令和３年度から取り組んでいる「集落連携による野生鳥獣に強い高知県
づくり」により、広域での被害対策を推進し、なお一層の被害軽減を図ります。
 また、被害額の約7割を占めるシカとイノシシの捕獲の強化、被害が深刻化しているサル被
害総合対策モデル事業の成功事例の構築と普及、狩猟者の確保や育成に取り組みます。

 公共交通の維持確保・活性化では、コロナ禍にあっても県民生活を支える公共交通を維持
し、観光やビジネスなどでの移動手段ともなる交通基盤を維持するため、引き続き交通事業者
の運行事業や、安全運行に必要な設備更新などへの支援に取り組みます。
 また、県民の皆様に「乗って守る公共交通」の意識を高めていただく取り組みや、デジタル
技術を活用して、インターネット上で乗合バスの路線検索を行うための基礎的な電子データの
整備を進めます。

様式２



単位：百万円
（ ）内は一般財源

主な増減理由

480 485 ▲ 5

384 356 28

506 562 ▲ 56

1,814 1,330 484

3,184 2,733 451

２ 令和４年度一般会計予算見積額

項目 R4当初
見積額

R3当初
予算額

増減
(R4 - R3）

（479） （389） （90）

（384） （168） （216）

（160） （161） （▲ 1）

（1,281） （906） （375）

（2,304） （1,624） （680）

1.中山間対策の推進

・集落実態調査、全国過疎問題シンポジウムの終了による事業費
の減 ▲40（▲40）
・生活用水確保支援事業におけるデジタルモデル開発事業の新設
による増 15（15）
・生活用品確保等支援事業におけるデジタル化実証事業の新設
による増 15（15）
・集落活性化実証支援事業（小規模集落及びデジタル化）の
新設による増 38（38）

2.移住促進・人材確
保の推進

・移住促進・人材確保センター運営費補助金の増 8（122）
・移住促進事業費補助金の増 25（63）
・移住支援事業負担金の増 7（20）
・オンラインセミナー等開催委託料の減  ▲10（0）

3.鳥獣対策の推進

・鳥獣被害防止総合対策交付金の整備事業の減  ▲62（0）
・シカ個体数調整事業費交付金の減  ▲20（▲20）
・特定鳥獣捕獲推進事業費補助金の増21（11）
・野生鳥獣に強い県づくり事業費交付金の増7（7）

4.公共交通の維持確
保・活性化

・高知県地域公共交通計画の作成委託料の新設 20（10）
・観光ＭａａＳ事業の拡充による事業費の増 8（8）
・次期公共交通非接触型決済システム調査委託料の
新設　24（24）
・補助対象の拡大によるバス運行対策費補助金の増 150
（164）
・導入事業完了に伴うDMV導入事業費補助金の減　▲23（▲
16）
・国直轄空港整備事業費負担金の増 223（23）

部　合　計



　　
中山間地域生活支援総合事業費(中山間地域生活支援総合補助金) 

202,976千円 (202,976千円)
[225,424千円 (225,424千円)]　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※うち次世代枠30,000千円　
　 中山間地域で高齢者等が安心して暮らせる生活環境を整えるため、市町村等が進める多様
な取り組みを支援します。
Ⅰ生活用品確保等支援事業
＜新メニュー＞
　○デジタル技術等を活用した実証事業の実施に要する経費
　　■補助率（補助上限額）：2/3以内（１事業あたり5,000千円）
Ⅱ生活用水確保支援事業
＜新メニュー＞

　　 ○デジタル技術等を活用した維持管理負担軽減に向けた実証事業の実施に要する経費
　　　 ■補助率（補助上限額）：定額（１事業あたり10,000千円）

地域の元気応援事業費(地域おこし人材確保・連携強化事業委託料) 他
12,237千円 (12,237千円)
[5,888千円 (3,820千円)]　
　※うち次世代枠1,980千円

　地域づくりの担い手となる地域おこし協力隊等をサポートするとともに、地域おこし人材のネット
ワークを構築して地域の課題解決力の向上を目指します。

地域の元気応援事業費(地域づくり人材育成事業委託料) 
3,010千円 (3,010千円)

[0千円 (0千円)]　
　※うち次世代枠3,010千円

  県内の地域団体関係者、市町村職員、県職員等を対象に、地域づくりに関する研修を実施
することで、地域活動の担い手を育成します。

地域の元気応援事業費(集落活性化実証事業費補助金) 
37,500千円 (37,500千円)

[0千円 (0千円)]　
　※うち次世代枠37,500千円

   集落実態調査の結果をふまえ、離島・山間部等の条件不利地域でのデジタル技術の導入や、
小規模集落支援を実証テーマに持続可能な集落の仕組みをつくります。
　○小規模集落実証支援事業
　　■補助率（補助上限額）：定額（１事業あたり２年度内で10,000千円）
　○デジタル化実証支援事業
　　■補助率（補助上限額）：定額（１事業あたり２年度内で15,000千円）
　

１．中山間対策の推進

令和４年度　中山間振興・交通部の施策のポイント
様式３

※()は一般財源、[]は令和３年度当初予算
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２.　移住促進・人材確保の推進
　　

移住促進事業費(高知県移住促進・人材確保センター運営費補助金) 
220,477千円 (220,477千円)
[212,715千円 (98,565千円)]

※うち次世代枠15,277千円
　  移住促進・人材確保センターが実施する、県、市町村、民間団体等と連携した人材ニーズの掘

　　　り起こしと集約、都市部への情報発信など、本県への移住促進及び各産業分野の担い手確保
      の取り組みを支援します。

　　■補助先：(一社)高知県移住促進・人材確保センター
　　■補助率：定額
　　■主な拡充内容：
　　　・コロナ禍を契機とする移住検討初期層（地方暮らし関心層）の移住意識を高めるため、戦略　　
　　　　的なイベント体系を構築（高知暮らしフェアを核とした体系的なセミナーや交流会を実施）
　　　・中山間地域における多様な仕事の掘り起こしと魅力の情報発信を強化　
　 

移住促進事業費(移住促進事業費補助金)
105,836千円 (105,836千円)
[80,441千円 (43,075千円)]

※うち次世代枠22,677千円
 　 移住を希望される方に対する受入基盤の充実や受入体制の強化を図るため、市町村等が行う

　　 移住促進のためのハード・ソフト事業を支援します。

　　■補助先：市町村、NPO等
　　■補助率（補助上限額）：受入体制整備事業（ソフト）　1/2（400万円）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅確保促進事業　定額、1/2（200万円）　ほか
　　■主な拡充内容：
　　　・移住者の住宅確保のため、市町村が行う空き家の積極的な掘り起こしやマッチング等の取り組
　　　 みへの支援を強化
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３.　鳥獣対策の推進
　　

鳥獣被害対策事業費(狩猟の魅力発信・若手育成事業委託料) 
7,935千円 (7,935千円)

[－千円 (－千円)]
　 狩猟の持つ魅力や役割への興味を持ってもらうため狩猟フェスタ及びわな猟体験ツアーを一体
的に実施する。また経験の浅い狩猟者を対象とした捕獲技術向上を目的とした勉強会を行う。

　　■委 託 先 ：民間会社等
　　■契約方法：随意契約（プロポーザル方式）
　　

　　　

新



　　
鳥獣被害対策事業費(特定鳥獣捕獲推進事業費補助金)

21,000千円 (10,500千円)
[－千円 (－千円)]

　 高知県が定める特定鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）による農林業被害や、自然植生被害を防
止するため、市町村が特定鳥獣の捕獲に取り組む狩猟者に配布（貸与）するための「くくりわ
な」本体の購入に対して補助する。

　　　■補助先：市町村
　　　■補助率：定額

鳥獣被害対策事業費(野生鳥獣に強い県づくり事業費交付金)
6,357千円 (6,357千円)

[－千円 (－千円)]
　 野生鳥獣による農林業被害を防止するための市町村が単独で実施した前年度の防護柵設
置事業に要した経費（特別交付税を除いた額）に対して交付する。

　　　■交付先：市町村
　　　■交付率：シカ用2/3以内、シカ用以外1/2以内
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４.　公共交通の維持確保・活性化

交通運輸政策推進費（公共交通利用促進啓発事業委託料）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17,089千円  [17,465千円]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(16,204千円) (16,542千円)
　 　県民の公共交通の利用促進につなげるため、公共交通の必要性のプロモーション等を引き続き
　実施します。

交通運輸政策推進費（高知県地域公共交通計画作成委託料）
20,000千円  [－千円]

(10,000千円) (－千円)
     県下全域の持続可能な公共交通を実現するため、高知県地域公共交通計画を新たに作成
　します。

 交通運輸政策推進費（観光ＭａａＳ推進事業）
9,191千円  [1,504千円]

(9,171千円) (1,504千円)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ※うち次世代枠1,398千円
    バス利用者の利便性向上のため、インターネット上でバスの路線検索に必要となる基礎的な電
 子データの整備を推進します。
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３.　鳥獣対策の推進



　　地域公共交通対策事業費
　　　　　　　　　　　　　　　(次期公共交通非接触型決済システム調査業務委託料)

24,000千円  [－千円]
(24,000千円) (－千円)

　　 　昨今、様々な形式の非接触型決済が普及している社会情勢を踏まえ、県内の公共交通に最　　
　  適な非接触型決済システムのあり方を検討するため、必要な調査を実施します。
　　　

地域公共交通対策事業費（バス運行対策費補助金）
440,210千円  [290,647千円]

(440,210千円) (276,944千円)
　広域的かつ幹線的なバス路線を維持するため、事業者が負担している運行費用を引き続き補助
します。

地域公共交通対策事業費（鉄道等協議会負担金）
15,728千円  [13,228千円]

(15,728千円) (13,228千円)
　 鉄道の維持・活性化に向け、地域住民に対する利用啓発や、地域資源を生かした利用促進
策などを実施する団体を支援します。

広域公共交通対策事業費（航空路線利用促進事業費補助金）
70,000千円  [70,000千円]

(70,000千円) (－千円)
　 失われた航空需要の早期回復を図るため、事業者が実施する旅行意欲の回復や観光機運の
醸成等に要する経費を引き続き補助します。
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４.　公共交通の維持確保・活性化



（単位：千円）

細目事業名 R４当初
見積額

R３当初
予算額

増減
(R4 - R3）

新規・拡充・廃止・組替事業等 担当課名

479,279 484,472 -5,193

24,220 65,283 -41,063

中山間地域振興費 24,220 65,283 -41,063 【廃止】集落実態調査等委託料
【廃止】全国過疎問題シンポジウム開催費負担金 中山間地域対策課

251,813 193,490 58,323

集落活動センター推進事業費             192,021 182,262 9,759 【新規】番組制作放送等委託料 中山間地域対策課

地域の元気応援事業費             59,792 11,228 48,564
【拡充】地域おこし人材確保・連携強化事業委託料　他
【新規】地域づくり人材育成事業委託料
【新規】集落活性化実証支援事業費補助金

中山間地域対策課

203,246 225,699 -22,453

中山間地域生活支援総合事業費             203,246 225,699 -22,453
中山間地域生活支援総合補助金
　【新規メニュー】生活用品デジタル技術等を活用した実証事業
　【新規メニュー】生活用水維持管理負担軽減に向けた実証事業

中山間地域対策課

384,513 356,562 27,951

384,513 356,562 27,951

移住促進事業費          384,513 356,562 27,951

【拡充】高知県移住促進・人材確保センター運営費補助金のうち、移住検討初期
　　　　 層（地方暮らし関心層）の移住熟度を高めるため、体系的セミナーや交流
         会を実施
　　　　 移住促進事業費補助金のうち、受入体制強化のため住宅確保促進事業
         を拡充
【廃止】オンラインセミナー開催等委託料については廃止

移住促進課

506,208 561,861 -55,653

462,625 513,281 -50,656

鳥獣被害対策事業費             462,625 513,281 -50,656

【新規】狩猟の魅力発信・若手育成事業費委託料
　　　　 特定鳥獣捕獲推進事業費補助金
         野生鳥獣に強い県づくり事業費交付金
【廃止】第二種特定鳥獣管理計画策定委託料
　　　　 担い手育成事業委託料
　　　　 シカ個体数調整委託料
　　　　 狩猟の魅力発信事業委託料

鳥獣対策課

43,583 48,580 -4,997

鳥獣保護対策費             43,583 48,580 -4,997 鳥獣対策課

1,813,913 1,329,964 483,949

1,671,932 1,180,501 491,431

交通運輸政策推進費（１） 47,866 21,068 26,798 【新規】高知県地域公共交通計画作成委託料
　　　 　観光ＭａａＳ推進事業費(会計年度任用職員、旅費、需用費) 交通運輸政策課

地域公共交通対策事業費(1) 1,164,953 921,711 243,242
【新規】次期公共交通非接触型決済システム調査業務委託料
【拡充】バス運行対策費補助金
【廃止】DMV導入事業費補助金

交通運輸政策課

広域公共交通対策事業費(1) 82,806 83,975 -1,169 【拡充】航空利用促進協議会分担金 交通運輸政策課

国直轄空港整備事業費負担金 376,307 153,747 222,560 交通運輸政策課

44,102 53,655 -9,553

交通運輸政策推進費(2)    17,989 29,261 -11,272 【廃止】広報推進事業委託料 交通運輸政策課

地域公共交通対策事業費(2) 15,728 13,228 2,500 【拡充】鉄道等協議会負担金 交通運輸政策課

広域公共交通対策事業費(2) 10,385 11,166 -781 交通運輸政策課

97,879 95,808 2,071

交通運輸政策推進費(3)    97,879 95,808 2,071 交通運輸政策課

3,183,913 2,732,859 451,054

令和４年度  中山間振興・交通部　施策体系表

１．中山間対策の推進

（１）中山間対策の総合調整

（２）集落の維持・再生に向けた仕組みづくり
の推進

（３）将来にわたり暮らし続けることができる生
活環境づくりの推進

２.移住促進・人材確保の推進
（１）オール高知体制による移住促進と人材
　　　　確保の一体的展開

３．鳥獣対策の推進
（１）総合的な野生鳥獣の被害対策

（２）野生鳥獣の保護及び狩猟の適正化の
推進

４．公共交通の維持確保・活性化
（１）わかりやすく使い勝手の良い公共交通
の実現及び路線の維持・拡充への支援

（２）広報・啓発等を通じた公共交通の活性
化

（３）運輸事業の振興に資する事業を実施す
る団体への支援

部　合　計

参考様式２


